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障害者施策について、国においては平成 15 年４月に支援費制度が導入され、従来の措置制
度が契約制度へと転換し、利用者自らが必要な障害福祉サービスを選択できるようになりまし

た。 
この結果、サービス利用者数は大きく増加しました。しかし、利用者の急増に伴ってサービ

ス費用も増大し、現状のままでは制度の維持が困難になることが予測され、それに加え、居宅

介護事業等が未実施の市町村があるなど、サービス提供体制について大きな地域格差がみられ

る、精神障害者に対するサービスが支援費制度の対象となっていない、障害種別ごとに大きな

サービス格差がある、地域生活移行や就労支援といった新たな諸問題が生じ、障害者が地域で

暮らすための基盤整備が大きな課題となりました。 
こうした状況に対応して、平成 18年 4月に障害者自立支援法が施行され、障害者及び障害
児が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、必要な障害福祉サービスや相談

支援等が地域において計画的に提供されるように、福祉施設や事業体系の抜本的な見直しが行

われ、市町村には「障害福祉計画」を策定することが義務付けられました。 
本町においても、平成 19年 3月、障害者基本法に基づく「苅田町障害者長期計画（平成 19

～28年度）」と、障害者自立支援法に基づく「苅田町障害福祉計画（第１期）」（平成 18～20
年度）を一体的に策定し、地域の中で安心・安全に暮らし、活動できるための支援と条件整備

を進めています。 
本計画は、平成 20年度をもって計画期間を終える「苅田町障害福祉計画（第１期）」を見直
し、地域の特性に応じたサービス提供を計画的により一層推進していくため、新たに「苅田町

障害福祉計画（第２期）」（平成 21～23年度）を策定します。

平成 15年 4月 「措置制度」から、「支援費制度」に移行 
15 24 15 19

16 25

16 20

平成 18年 4月 「障害者自立支援法」施行 

平成 19年 3月 「苅田町障害者長期計画」（平成 19～28年度） 
「苅田町障害福祉計画（第１期）」（平成 18～20年度）策定 
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本計画は、障害者自立支援法第 88条により市町村に義務づけられた「市町村障害福祉計画」

として、障害福祉サービスの見込量やその確保の方策を定める計画です。 

また、平成 21年度から平成 23年度までを計画期間とし、「苅田町障害福祉計画（第１期）」

において設定した数値目標に至るまでの中間段階の位置づけとして計画の見直しを行います。 

なお、計画策定にあたっては、本町の上位計画である「第 3 次苅田町総合計画」をはじめ、

障害者に関わるすべての施策の基本的方向性を定めた障害者基本法に基づく「苅田町障害者長

期計画」など、関連する諸計画との整合性を図って策定しています。 
 

 
 
 



 

この計画は、3年を一期として作成することとされており、本町では、平成 18年度から 20

年度を期間とする「障害福祉計画（第１期）」（平成 19年 3月）を策定し、数値目標の達成に

向けて計画の効果的な推進に努めてきました。 

今年度においては、国から示された基本指針及び第 1期計画の検証・評価を踏まえ、平成 21

年度から平成 23年度までを期間とする「障害福祉計画（第２期）」を策定するものです。 
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本計画の策定にあたっては、学識経験者、障害者団体、障害福祉に関わる関係者、保健医療

関係者等の参加を得て、「苅田町障害者施策推進協議会」を設置し、検討を重ねました。 
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この計画は、障害のある人もない人もともに住み慣れた地域で生活できるまちを目指して、

障害者が自立し、地域で安心して生活するために必要な福祉サービスなどの基盤整備を進める

ことを目標とします。 

計画の基本目標の実現のために、障害者自立支援法の基本方針を踏まえて、次の 3 つの基本

的な視点に立って計画を推進します。 

ノーマライゼーションの理念の下、障害の種別、程度を問わず、障害者等自らの居住する場

所を選択し、必要な障害福祉サービスやその他の支援を受けながら、自立と社会参加の実現を

図ることができるよう、障害福祉サービスの提供体制の整備を進めます。 

身体障害者、知的障害者、精神障害者のサービスを一元化し、町が主体となった障害福祉サ

ービスの提供体制を確立します。 

また、市町村の独自事業である「地域生活支援事業」として、本町の特性に応じたサービス

を提供していきます。 

障害者の自立支援の観点から、地域生活への移行や就労支援といった新たな課題に対応した

サービス提供基盤を整備するとともに、障害者の生活を地域全体で支えるシステムを実現する

ため、身近な地域におけるサービス拠点づくり、NPO 等によるインフォーマルサービス（法律

や制度に基づかない形で提供されるサービスをいう。）の提供等、町内・京築地域（京築障害保

健福祉圏域）内の様々な社会資源を最大限に活用し、サービスの提供体制の整備を進めます。 
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「障害者の自立と安心を支えるサービス基盤づくり」として、施設入所者等の地域生活への

移行や、一般就労への移行を推進するため、国・県の基本指針等を踏まえ、平成 23 年度を目

標年度とする以下の３つの数値目標を設定します。 

 

福祉施設に入所している障害者の地域生活への移行を推進するため、平成 23 年度までに

現在の施設入所者の 1 割以上が地域生活へ移行することを目標とします。これにあわせて、

平成 23 年度末時点での施設入所者数が現在の施設入所者数から 7％減少することを目指し

ます。 

なお、平成 19 年度末時点の施設入所者数は 34 人となっており、地域生活への移行は未

だ進んでいません。地域での受け皿となる住まいの確保〔住宅入居等支援事業（居住サポー

ト事業）の活用〕やグループホーム等の整備・拡充が必要です。 

入院中の精神障害者の地域生活への移行を推進するため、平成 24 年度までに受け入れ条

件が整えば退院可能な精神障害者がすべて退院することを目標とします。 

なお、平成 19 年度末時点の退院可能な精神障害者数の減少数は 0 となっており、地域生

活への移行は未だ進んでいません。地域生活への移行については、地域での住まいの確保が

不可欠になるため、施設入所者及び精神障害者の地域生活を支援する基盤整備が必要です。 
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福祉施設から一般就労への移行を推進するため、国の基本方針を参考に、福祉施設利用者

のうち、就労移行支援事業等を通じて一般就労する人の増加を目指します。 

なお、平成 19 年度末時点の一般就労移行者数は 0 となっており、一般就労が非常に厳し

い状況であることがわかります。 

就労移行については、既存施設に対して、就労移行支援事業実施施設への移行を働きかけ、

様々な訓練を行うとともに、ジョブコーチ※等の促進をはじめ、ハローワーク及び障害者就

業・生活支援センター等の関係機関との連携を強化することが必要です。 
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平成 1 9 年度実績をみると、進捗率は 45 .7％と平成 18 年度計画値をも下回っています。 

提供されるサービスの全てが居宅介護であり、その他のサービスについては、今後も需要

はないと見込まれます。居宅介護は、在宅の障害者の自立を支える基本サービスであるため、

今後も需要に応じた適切なサービス見込量の確保が必要です。 

生活介護については、未だ利用者が少ない状況です。また、自立訓練（機能訓練・生活訓

練）、就労移行支援、就労継続支援（Ａ型）については、旧法施設体系から新体系サービスへ

の移行が進まなかったこと等が影響し、利用量は少なくなっています。 

療養介護は、計画・実績ともに需要がないため、今後も利用者は見込まないこととします。 

児童デイサービスについては、健診等を利用してのサービス提供体制等の確立により、目

標値を達成しており、23 年度の目標値については上方修正を行うこととします。 

短期入所は平成 19 年度の計画をやや上回っています。今後も短期入所の需要が見込まれ

るため、需要に応じた事業所の確保等が必要です。 
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共同生活援助・共同生活介護は順調に推移していますが、目標を達成するためには今後も

地域の実情に応じた施設の基盤整備に努める必要があります。 

現在、サービス利用計画作成費の利用はありません。今後、相談支援の指定を受ける事業

所が増えると考えられるため、緩やかな増加が見込まれます。 
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相談支援事業は、苅田町のほか３つの指定相談支援事業所に業務を委託して行っています。

今後は、可能な限り多くの指定相談支援事業所に業務委託を行うことで、地域のネットワー

ク（障害者相談支援体制）の強化を図ります。 

 

地域自立支援協議会については未実施となっています。地域のネットワークを構築する意

味でも、相談支援事業とあわせて、早急な立ち上げが必要です。 

 

コミュニケーション支援事業は、利用する人が限られており、利用拡大の為には、聴覚障

害者団体等のネットワークを活用し、事業の周知を図ることが必要です。 

 

移動支援事業については、利用見込者数、延利用見込時間も順調に推移しています。障害

者の社会参加の為に、今後もサービス利用の拡大やサービスの周知等を積極的に行っていく

ことに努めます。 

 

地域活動支援センター事業は順調に推移しています。平成 23 年度までには全ての事業所

が新体系に移行するため、当該目標を達成する見込みです。 
 

介護保険の福祉用具貸与と同じ品目が多く、介護保険で利用ができる方については、介護

保険制度上で利用しているため件数は少なくなっています。平成 18 年 10 月よりストマ用

装具が補装具から移行しており、給付の大半を排泄管理支援用具（ストマ用装具）が占めて

います。今後の利用拡大のため、日常生活用具の給付についての周知が必要です。 

平成 19 年度は 6 箇所の短期入所事業所において利用がありました。当初の見込みと比較

するとやや少ないようですが、障害者の日中における活動の場を確保するとともに、家族の

負担軽減につながるため、今後も利用は伸びると考えられます。事業所と連携しながら必要

なサービス提供体制を確保していくことが必要です。 

訪問入浴サービス事業の利用は当初の見込み通り平成 19 年度で 1 名となっています。今

後も要望に応じてサービスを提供できるよう体制を確保します。 
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更生訓練費支給事業については、当初の見込み通りの利用があがっています。今後も障害

者の社会復帰をより一層促進するため、事業の周知に努めます。 

生活サポート事業は、障害者ではあるが、軽度のためサービスの提供ができない方にサー

ビスの提供ができるという、居宅介護のセーフティーネットです。障害者自立支援法になっ

てから、新たに始まった事業であったため、当初は利用者がいませんでしたが、現在では数

名の利用があがっています。 



各     論 
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計画の前提として「障害者自立支援法」によるサービスの体系の概要を整理します。 
 

「障害者自立支援法」の施行にともない、障害者に関わる福祉サービスの給付体系が変わり

ました。国や都道府県の義務的経費がともなう個別給付としての「自立支援給付」と、地域で

の生活を支えるために、国や都道府県の財政援助のもと地域の実情に応じて実施される「地域

生活支援事業」が創設されています。 
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自立支援給付は大きく①介護給付、②訓練等給付、③自立支援医療、④補装具の４つに分か

れます。サービスについては、受けたサービス量に応じて利用者が定率１割負担となっていま

す。ただし所得に応じて一定の負担上限が設定されます。 

 

 

従来、障害の種別ごとに複雑に組み合わされていた施設・事業体系は「介護給付」にあたる

ホームヘルプ（居宅介護）、重度訪問介護、行動援護、重度障害者等包括支援、児童デイサービ

ス、ショートステイ（短期入所）、療養介護、生活介護、施設入所支援、ケアホーム（共同生活

介護）と、「訓練等給付」にあたる自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、グループホーム（共

同生活援助）の 2 種類の体系に再編されました。 

従来、障害の種別ごとに「更生医療」「育成医療」「精神通院医療公費」に分かれていた公費

負担医療制度も、一元化され「自立支援医療」となりました。 

従来の補装具給付制度と日常生活用具給付等事業は、自立支援給付に位置づけられた個別給

付である補装具費と、地域生活支援事業による日常生活用具給付に再編されました。 

これまで補装具は、いわゆる現物給付でしたが今後は金銭給付となるとともに利用者が１割

を負担することとなっています。 

 

「地域生活支援事業」は、障害者自立支援法第 77 条において市町村が実施主体となる事業

として法定化されました。 

「地域生活支援事業」のうち、「相談支援事業」「コミュニケーション支援事業」「日常生活用

具給付等事業」「移動支援事業」「地域活動支援センター事業」は必須事業です。このほか、地

域の実情に応じて日中一時支援事業などの「その他の事業」を任意に実施することができます。 

苅田町が、これまで行ってきた障害者に対するサービスの中で自立支援給付又は地域支援事

業の体系への位置づけを行わない町独自の事業があります。 

これらのサービスについては、当面の間現行と同様にサービスの提供を行うとともに、今後、

新サービス体系への移行を含めた適切な事業の位置づけの検討を行っていきます。 
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平成 20 年度までの各年度及び平成 23 年度における障害福祉サービスと相談支援の種類ご

との必要な量の見込みは次のとおりです。 

なお、必要量の見込みは、これまでのサービス利用実績やサービス事業所の新体系への移行

等を勘案して算出しています。 

 

障害者等につき、居宅において入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及

び掃除等の家事並びに生活等に関する相談及び助言その他の生活全般にわた

る援助を行う。

障害程度区分が区分１以上（障害児にあってはこれに相当する心身の状態）で

ある者 

 

重度の肢体不自由者であって、常時介護を要する障害者につき、居宅において

入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事並びに生活等に

関する相談及び助言その他の生活全般にわたる援助並びに外出時における移

動中の介護を総合的に行う。 

障害程度区分が区分４以上であって、下記のいずれにも該当する者

① 二肢以上に麻痺等があること 

② 障害程度区分の認定調査項目のうち「歩行」「移乗」「排尿」「排便」のい

ずれも「できる」以外と認定されていること 

知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を有する障害者等であって、常

時介護を要する者につき、当該障害者等が行動する際に生じ得る危険を回避す

るために必要な援護、外出時における移動中の介護、排せつ及び食事等の介護

その他の当該障害者等が行動する際の必要な援助を行う。 

障害程度区分が区分３以上であって、障害程度区分の認定調査項目のうち行動

関連項目（11 項目）等の合計点数が基準点以上（障害児にあってはこれに相

当する心身の状態）である者 
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常時介護を要する障害者等であって、意思疎通を図ることに著しい支障がある

者のうち、四肢の麻痺及び寝たきりの状態にある者並びに知的障害又は精神障

害により行動上著しい困難を有する者につき、居宅介護、重度訪問介護、行動

援護、生活介護、児童デイサービス、短期入所、共同生活介護、自立訓練、就

労移行支援、就労継続支援及び旧法施設支援（通所によるものに限る。）を包

括的に提供する。 

障害程度区分が区分６（障害児にあっては区分６に相当する心身の状態）に該

当する者のうち、意思疎通に著しい困難を有する者であって、以下のいずれか

に該当する者 

Ⅰ類型 

(1 ) 障害程度区分６の「重度訪問介護」対象者であって 

(2 ) 認定調査項目「1 - 1  麻痺等」の 4 項目においていずれも「ある」と認定 

(3 ) 認定調査項目「2 - 7  寝返り」において「できない」と認定 

(4 ) 認定調査項目「8  医療」において「気管切開の処置あり」かつ「レスピレー

ター装着あり」と認定 

(5 ) 認定調査項目「6 - 3 - ｱ 意思の伝達」において「ときどき伝達できる」又は「ほ

とんど伝達できない」又は「できない」と認定 

Ⅱ類型 

(1 ) 概況調査において知的障害の程度が「最重度」と確認 

(2 ) 障害程度区分６の「重度訪問介護」対象者であって 

(3 ) 認定調査項目「1 - 1  麻痺等」の 4 項目においていずれも「ある」と認定 

(4 ) 認定調査項目「2 - 7  寝返り」において「できない」と認定 

(5 ) 認定調査項目「6 - 3 - ｱ 意思の伝達」において「ときどき伝達できる」又は「ほ

とんど伝達できない」又は「できない」と認定 

Ⅲ類型 

(1 ) 障害程度区分６の「行動援護」対象者であって 

(2 ) 認定調査項目「6 - 3 - ｱ 意思の伝達」において「ときどき伝達できる」又は「ほ

とんど伝達できない」又は「できない」と認定 

(3 ) 「行動援護項目得点」が「基準点以上」と認定 
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病院において機能訓練、療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護、

日常生活上の世話その他必要な医療を要する常時介護を必要とする障害者に、

主として昼間、病院において行われる機能訓練、療養上の管理、看護、医学的

管理の下における介護、日常生活上の世話を行います。また、療養介護のうち

医療に係るものを療養介護医療として提供します。 

病院等への長期の入院による医療的ケアに加え、常時の介護を必要とする障害

者として次に掲げる者 

① 筋萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）患者等気管切開を伴う人工呼吸器による呼

吸管理を行っている者であって、障害程度区分が区分６の者  

② 筋ジストロフィー患者又は重症心身障害者であって、障害程度区分が区分

５以上の者 

 

障害者支援施設その他の以下に掲げる便宜を適切に供与することができる施

設において、入浴、排せつ及び食事等の介護、創作的活動又は生産活動の機会

の提供その他必要な援助を要する障害者であって、常時介護を要する者につき、

主として昼間において、入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除

等の家事並びに生活等に関する相談及び助言その他の必要な日常生活上の支

援、創作的活動又は生産活動の機会の提供その他の身体機能又は生活能力の向

上のために必要な援助を行う。 

 

地域や入所施設において、安定した生活を営むため、常時介護等の支援が必要

な者として次に掲げる者 

① 障害程度区分が区分３（障害者支援施設に入所する場合は区分４）以上で

ある者 

② 年齢が５０歳以上の場合は、障害程度区分が区分２（障害者支援施設に入

所する場合は区分３）以上である者 

 

障害児につき、知的障害児施設、肢体不自由児施設その他の以下に掲げる便宜

を適切に供与することができる施設に通わせ、日常生活における基本的な動作

の指導及び集団生活への適応訓練を行う。 

療育の観点から個別療育、集団療育を行う必要が認められる児童。具体的には

次のような例が挙げられる。 

① 市町村等が行う乳幼児健診等で療育の必要性が認められる児童 

② 児童相談所・保健所・児童家庭支援センター、医療機関等から療育の必要

性を認められた児童 
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居宅においてその介護を行う者の疾病その他の理由により、障害者支援施設、

児童福祉施設その他の以下に掲げる便宜を適切に行うことができる施設への

短期間の入所を必要とする障害者等につき、当該施設に短期間の入所をさせ、

入浴、排せつ及び食事の介護その他の必要な保護を行う。 

① 障害程度区分が区分１以上である障害者

② 障害児の障害の程度に応じて厚生労働大臣が定める区分における区分１

以上に該当する障害児 

身体障害を有する障害者につき、障害者支援施設若しくは障害福祉サービス事

業所に通わせ、当該障害者支援施設若しくは障害福祉サービス事業所において、

又は当該障害者の居宅を訪問して行う理学療法、作業療法その他必要なリハビ

リテーション、生活等に関する相談及び助言その他の必要な支援を行う。 

地域生活を営む上で、身体機能・生活能力の維持・向上等のため、一定の支援

が必要な身体障害者。具体的には次のような例が挙げられる。 

① 入所施設・病院を退所・退院した者であって、地域生活への移行等を図る

上で、身体的リハビリテーションの継続や身体機能の維持・回復などの支

援が必要な者 

② 盲・ろう・養護学校を卒業した者であって、地域生活を営む上で、身体機

能の維持・回復などの支援が必要な者 等 

 

知的障害又は精神障害を有する障害者につき、障害者支援施設若しくは障害福

祉サービス事業所に通わせ、当該障害者支援施設若しくは障害福祉サービス事

業所において、又は当該障害者の居宅を訪問して行う入浴、排せつ及び食事等

に関する自立した日常生活を営むために必要な訓練、生活等に関する相談及び

助言その他の必要な支援を行う。

地域生活を営む上で、生活能力の維持・向上等のため、一定の支援が必要な知

的障害者・精神障害者。具体的には次のような例が挙げられる。 

① 入所施設・病院を退所・退院した者であって、地域生活への移行を図る上

で、生活能力の維持・向上などの支援が必要な者 

② 養護学校を卒業した者、継続した通院により症状が安定している者等であ

って、地域生活を営む上で、生活能力の維持・向上などの支援が必要な者

等 
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就労を希望する６５歳未満の障害者であって、通常の事業所に雇用されること

が可能と見込まれる者につき、生産活動、職場体験その他の活動の機会の提供

その他の就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練、求職活動に関

する支援、その適性に応じた職場の開拓、就職後における職場への定着のため

に必要な相談その他の必要な支援を行う。 

① 就労を希望する者であって、単独で就労することが困難であるため、就労

に必要な知識及び技術の習得若しくは就労先の紹介その他の支援が必要

な６５歳未満の者 

② あん摩マッサージ指圧師免許、はり師免許又はきゅう師免許を取得するこ

とにより、就労を希望する者 

通常の事業所に雇用されることが困難な障害者のうち、適切な支援により雇用

契約等に基づき就労する者につき、生産活動その他の活動の機会の提供その他

の就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練その他の必要な支援

を行う。 

企業等に就労することが困難な者であって、雇用契約に基づき、継続的に就労

することが可能な６５才未満の者（利用開始時６５歳未満の者）。具体的には

次のような例が挙げられる。 

① 就労移行支援事業を利用したが、企業等の雇用に結びつかなかった者 

② 盲・ろう・養護学校を卒業して就職活動を行ったが、企業等の雇用に結び

つかなかった者 

③ 企業等を離職した者等就労経験のある者で、現に雇用関係がない者 

 

企通常の事業所に雇用されることが困難な障害者のうち、通常の事業所に雇用

されていた障害者であって、その年齢、心身の状態その他の事情により引き続

き当該事業所に雇用されることが困難となった者、就労移行支援によっても通

常の事業所に雇用されるに至らなかった者、その他の通常の事業所に雇用され

ることが困難な者につき、生産活動その他の活動の機会の提供その他の就労に

必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練その他の必要な支援を行う。 

就労移行支援事業等を利用したが一般企業等の雇用に結びつかない者や、一定

年齢に達している者などであって、就労の機会等を通じ、生産活動にかかる知

識及び能力の向上や維持が期待される者。具体的には次のような事が挙げられ

る。 

① 就労経験がある者であって、年齢や体力の面で一般企業に雇用されること

が困難となった者 

② 就労移行支援事業を利用（暫定支給決定での利用を含む）した結果、Ｂ型

の利用が適当と判断された者 
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③ ①、②に該当しない者であって、５０歳に達している者又は障害基礎年金

１級受給者 

④ ①、②、③に該当しない者であって、地域に一般就労の場やＡ型の事業所

による雇用の場が乏しく雇用されること又は就労移行支援事業者が少な

く利用することが困難と市町村が判断した者（平成２３年度までの経過措

置） 
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共同生活を営むべき住居に入居している障害者につき、主として夜間において、

共同生活を営むべき住居において入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯

及び掃除等の家事、生活等に関する相談及び助言、就労先その他関係機関との

連絡その他の必要な日常生活上の世話を行う。 

障害程度区分が区分２以上に該当する知的障害者及び精神障害者 

 

その施設に入所する障害者につき、主として夜間において、入浴、排せつ及び

食事等の介護、生活等に関する相談及び助言その他の必要な日常生活上の支援

を行う。 

① 生活介護を受けている者であって、障害程度区分が区分４（５０歳以上の

者にあっては区分３）以上である者 

② 自立訓練又は就労移行支援（以下この条において「訓練等」という。）を

受けている者であって、入所させながら訓練等を実施することが必要かつ

効果的であると認められる者又は地域における障害福祉サービスの提供

体制の状況その他やむを得ない事情により、通所によって訓練等を受ける

ことが困難な者 

 

地域で共同生活を営むのに支障のない障害者につき、主として夜間において、

共同生活を営むべき住居において相談その他の日常生活上の援助を行う。

障害程度区分が区分１以下に該当する知的障害者及び精神障害者 

※ 障害程度区分２以上の方であっても、あえて共同生活援助の利用を希望す

る場合、共同生活援助を利用することは可能。 
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福祉サービスの利用援助等の支援（ケアプラン作成）を実施します。 

障害福祉サービス（重度障害者等包括支援、共同生活介護、施設入所支援、旧

法施設支援（入所）、自立訓練及び共同生活援助を除く。）を利用する支給決定

障害者等であって、下記のいずれかに該当する者のうち市町村が必要と認めた

者とする。 

① 入所・入院から地域生活へ移行するため、一定期間、集中的な支援を必要

とする者 

② 単身で生活している者（家族が介護状態である為等、同居していても適切

な支援が得られない者を含む。）であって、次の状態にある為に、自ら障

害福祉サービスの利用に関する調整を行うことが困難であり、計画的な支

援を必要とする者 

・ 知的障害や精神障害のため、自らサービス利用に必要な連絡・調整が

できない。 

・ 極めて重度な身体障害のため、サービス利用に必要な連絡。調整がで

きない。 

③ 重度障害者等包括支援の対象者の要件に該当する者のうち、重度訪問介護

等他の障害福祉サービスの支給決定を受けた者 
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●サービス事業者の参入を促進し、計画期間において必要とされるサービス量の確保を図り

ます。 

●ケアホーム、グループホーム等の地域での居住の場が確保されるよう、サービス事業者や

関係機関へ設置を働きかけます。 

ホームヘルパーや施設職員等に対する講座・講習等への受講を勧奨し、質の高いサービス

が提供されるように働きかけます。

訪問系サービスについては、精神障害者への訪問系サービス（居宅介護、重度訪問介護及

び行動援護）の充実を図ります。（訪問系サービスの確保） 

●日中活動系サービスについては、小規模作業所の利用者が法に基づくサービスへ移行する

ことを推進するとともに、希望する障害者等への日中活動系サービス（生活介護、自立訓

練、就労移行支援、就労継続支援、療養介護、児童デイサービス、短期入所及び地域活動

支援センターで提供されるサービス）を確保します。（日中活動系サービスの確保） 

●入所等から地域生活への移行の推進の為に、地域における居住の場としてのグループホー

ム及びケアホームの充実を図るとともに、自立訓練事業等の推進により、入所等（福祉施

設への入所または病院への入院をいう。）から地域生活への移行を進めます。（入所等から

地域生活への移行の確保） 

●福祉施設から一般就労への移行の推進を図る為に、就労移行支援事業等の推進により、障

害者の福祉施設から一般就労への移行を進めるとともに、福祉施設における雇用の場を拡

大します。（福祉施設から一般就労への移行の確保） 

 

 

障害福祉サービスの適切な利用を支える相談支援体制の整備を図るとともに、当町の相談

支援を適切かつ効果的に実施するため、事業所（者）、雇用、教育、医療等の関連する分野の

関係者で構成する地域自立支援協議会を設ける等のネットワークの構築を図ります。 
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市町村が独自に取り組む「地域生活支援事業」として、本町では以下の事業を実施します。 

 

① 障害者相談支援事業 

●障害者等の福祉に関する様々な問題について相談に応じ、必要な情報の提供や助言、障害

福祉サービス等の利用支援等を行うとともに、障害者等の権利擁護のために必要な援助を

行う事業であり、従来は「障害者ケアマネジメント事業」として実施していた事業です。 

 

② 地域自立支援協議会 

●相談支援事業をはじめとする地域の障害者福祉に関するシステムづくりの中核として、広

域連合も含め関係機関・団体による「地域自立支援協議会」を設置します。 

 

 

・地域の関係機関によるネットワークの構築 

・困難事例への対応の方法及び調整 

・地域の社会資源の開発及び改善 

（情報の共有による具体的な協議） 
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●聴覚・言語機能・音声機能、視覚その他の障害のため意思の疎通を図ることに支障がある

障害者等に、意思の疎通を仲介する手話通訳者等の派遣等を行い、意思疎通の円滑化を図

ります。 

 

 

●従来、「移動介護（外出介護）」として実施していた事業であり、屋外での移動が困難な障

害者等に対し、社会生活上必要不可欠な外出や余暇活動等の社会参加のための外出の際の

移動支援を行います。 

●創作的活動・生産活動の機会提供や社会との交流促進等を行う「地域活動支援センター」

の機能を充実強化し、障害者の地域生活支援の促進を図る事業です。 

●地域活動支援センターにはⅠ～Ⅲ型の３類型があります。機能強化事業として現在Ⅰ型 0

ヵ所、Ⅱ型２ヵ所、Ⅲ型 1 ヵ所（計３か所）への支援・機能強化に取り組みます。 
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●重度障害者等に対し、日常生活用具の給付・貸与等を行い、日常生活の便宜や福祉の増進

を図り、また、「住宅改修費」等により、障害者の住まいの改善を支援します。 
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●地域における身体障害者の生活を支援するため、訪問により居宅において入浴サービスを

提供し、身体障害者の身体の清潔の保持、心身機能の維持等を図ります。 

 

 

 

●就労移行支援事業又は自立訓練事業を利用している方及び身体障害者更生援護施設に入所

している方に更生訓練費を支給し、社会復帰の促進を図ります。 

 

 

 

●障害者等の日中における活動の場を確保し、障害者等の家族の就労支援及び障害者等を日

常的に介護している家族等の負担軽減を図ります。 
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●介護給付支給決定者以外の者について、日常生活に関する支援・家事に対する必要な支援

を行うことにより、障害者の地域での自立した生活の推進を図ります。 

 

 

 

●重度身体障害者が就労等のため、障害者自身が所有し運転する自動車の改造にかかる費用

の一部を助成し、障害者の社会参加を促進します。 

 

●重度の障害を持つ（身体・知的・精神）障害者が、医療機関への通院などでタクシーを利

用する際、料金の一部を助成し、日常生活の利便を図ります。 
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地域生活支援事業は、障害者自立支援法第 77 条の規定により、国の定める「地域生活支

援事業実施要綱」に基づいて実施する事業で、障害者が自立した日常生活や社会生活を営む

ことが出来るよう、地域の特性や利用者の状況に応じて効率的、効果的に実施している事業

です。必要なサービス量を確保するため、下記の事項に取り組みます。 

●地域生活支援事業の各事業は、町の広報紙やホームページなどあらゆる機会を通じて一層

の周知を図り、利用者の適切なサービス利用を支援するとともに、関係機関や当事者団体

などとの連携を深めることにより、利用者の事業に対する理解の促進に努めます。 

 

●委託する事業については、サービス事業者の参入を促進し計画期間において必要とされる

サービス量の確保を図るとともに、質の高いサービスが提供されるよう働きかけます。 

 

●障害者等の福祉に関する様々な問題について相談に応じ、必要な情報の提供や助言、障害

者に対する福祉サービス等の利用支援等を行うとともに、障害者等の権利擁護のために必

要な援助を行う「相談支援事業」については、平成１８年１０月から 1 箇所で実施してい

ましたが、平成2０年１月以降新たに3 箇所の指定相談支援事業所に業務委託を行うなど、

現在は計 4 箇所での実施を行い、障害者の地域生活を支援しています。 

 

●移動支援事業、コミュニケーション支援事業等については、サービスを提供するガイドヘ

ルパー、手話通訳者、要約筆記者などの人材の確保を図ることが重要となるため、サービ

スに必要な人材育成を支援します。 

 

●法定サービス以外の、障害者の日中活動の場として重要な役割を果たす「地域活動支援セ

ンター」については、小規模作業所等が円滑に事業移行できるよう支援していきます。 
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障害者が「障害者自立支援法」に基づく新たなサービスを適切に利用することができるよ

う、法律やサービスの内容、利用手続き等について、広報、チラシ、ホームページ、パンフ

レットをはじめとした様々な媒体を活用して、わかりやすく、かつ障害の種類に応じた適切

な情報提供を図ります。 

また、媒体だけでは情報が行き届かない人も多いため、相談窓口での説明・情報提供を徹

底するほか、日常的に障害者と接する機会の多いサービス事業者等と連携し、これらの関係

機関・団体を通じた情報提供に努めます。 

介護給付等の支給決定に関する認定審査会において公正な審査が行なわれるよう、県等と

連携して認定審査員の研修等を実施していきます。 

「障害者自立支援法」が目指す障害者の地域生活への移行や一般就労への移行を進めるた

めには、地域の様々な関係機関・団体との連携が不可欠です。 

このため、新たに設立する「地域自立支援協議会」を中心に、保健・福祉・医療はもとよ

り、労働・教育等に関わる地域の関係機関・団体との連携を強化し、障害者の地域生活移行

や就労移行を支援していきます。 

この計画は「障害者自立支援法」に基づき、障害福祉サービスの見込量や確保の方策等を

定める計画ですが、障害者が地域で安心して生活し続けるためには、障害福祉サービスの基

盤整備だけでなく、障害児に対する療育・教育体制の充実、住まいの場の確保やバリアフリ

ーのまちづくりなど、障害者の日常生活に関わるあらゆる分野の施策を充実することが必要

です。 

このため、「障害者基本法」に基づく障害者福祉施策全般に関わる計画である「苅田町障害

者長期計画」（平成 19 年度～平成 28 年度）と一体となって障害者を取り巻く環境整備に努

めます。 
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障害者自立支援法の施行により、障害福祉サービスの利用者負担は、それまでの支援費制

度での所得に着目した応能負担から、サービス量と所得に着目した負担の仕組みに見直され、

１０％の定率負担及び利用者負担の月額上限額が定められました。 

一方で地域生活支援事業の利用者負担は、市町村が主体となって実施する事業であること

から、市町村が定めるものとされています。 

国では、障害者自立支援法による障害者施策の改革を着実に定着させていくために、平成

19 年度・平成２０年度（平成２３年度まで延長）に、特例交付金による障害者自立支援法特

別対策事業を実施し、利用者負担の軽減を実施しています。 

また、本町においても、町独自の利用者負担軽減策として、補装具費の支給及び日常生活

用具の給付については月額負担上限額を 2 分の 1 としています。 

これらの利用者負担軽減策を今後も継続して実施し、障害者の方がよりきめ細かなサービ

スの提供を受けることができるよう、利用者の負担軽減に努めます。 
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各年度におけるサービス見込量等についての達成状況の点検・評価を行い、その結果に基

づいて必要な対策を実施します。 

点検・評価にあたっては、地域自立支援協議会等の外部機関からの意見反映に努めます。 

この計画においては、サービスの基盤整備など、本町だけでなく広域的に取り組む必要が

ある事項も多いことから、福岡県をはじめ、京築地域（京築障害保健福祉圏域）の各市町村

との連携を密に取りながら、計画を推進していきます。 



参 考 資 料 
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 (平成 8 年 3 月 29 日条例第 8 号) 

 改正 平成 18 年 6 月 27 日条例第 35 号 

 

(設置) 

第 1 条 この条例は，障害者基本法(昭和45 年法律第84 号)第2 6 条第4 項の規定に基づき，

苅田町障害者施策推進協議会(以下「協議会」という。)を置く。  

(組織) 

第 2 条 協議会の委員は 15 人以内とし，次に掲げる者のうちから町長が委嘱する。  

(1 ) 町議会議員 (2 ) 識見を有する者 (3 ) 関係行政機関の職員 (4 ) 福祉関係者  

(5 ) 前各号に掲げる者のほか，町長が必要と認める者  

(任期) 

第 3 条 委員の任期は，2 年とする。ただし，委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は，

前任者の残任期間とする。  

2  委員は，再任されることができる。  

(会長及び副会長) 

第 4 条 協議会に会長及び副会長を置き，委員の互選によってこれを定める。  

2  会長は，協議会を代表し，会務を総理する。  

3  副会長は，会長を補佐し，会長に事故あるときはその職務を代理する。  

(会議) 

第 5 条 協議会の会議は，会長がこれを招集し，会長がその議長となる。  

2  協議会は，委員の半数以上の出席がなければ，会議を開くことができない。  

3  協議会の議事は，出席した委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決する

ところによる。  

(庶務) 

第 6 条 協議会の庶務は，健康福祉課において処理する。  

(委任) 

第 7 条 この条例に定めるもののほか，協議会の運営に関し必要な事項は，会長が別に定める。  

附 則  この条例は，平成 8 年 4 月 1 日から施行する。  

附 則 (平成 18 年 6 月 27 日条例第 35 号)  

この条例は，公布の日から施行する。 
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